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問１ 

 ＣＦＰ認定者にとって業務を行ううえで留意しなければならないのが、関連業法等の順守です。以

下の設問Ａ～Ｃについて、それぞれの答えを１～４の中から１つ選んでください。 

 

（問題１） 
 

（設問Ａ）以下の文章は、特定非営利活動法人日本ファイナンシャル・プランナーズ協会の「ＣＦＰ

認定者の行動規範」の抜粋である。文章の空欄（ア）～（ウ）にあてはまる語句の組み合わ

せとして、最も適切なものはどれか。 

 

４．ＣＦＰ認定者は、虚偽、不正又は詐欺行為を行ってはならない。また、顧客やいかなる者に

対しても（ ア ）誤った若しくは誤解を招く表現を用いてはならない。 

（中略） 

９．ＣＦＰ認定者は、「ＣＦＰ認定者の実務プロセス」を理解し、顧客との業務契約の範囲に従っ

て、それを（ イ ）に適用しなければならない。 

（中略） 

１２．ＣＦＰ認定者は、（ ウ ）の変化に対応するため、継続的に専門能力の維持・向上に努

め、自身が行うすべての実務分野における専門性を維持しなければならない。 

 

１．（ア）意図的に （イ）効果的 （ウ）金融環境 

２．（ア）意図的に （イ）合理的 （ウ）実務環境 

３．（ア）意図せず （イ）合理的 （ウ）金融環境 

４．（ア）意図せず （イ）効果的 （ウ）実務環境 
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（問題２） 
 

（設問Ｂ）「金融サービスの提供及び利用環境の整備等に関する法律（金融サービス提供法）」に関する

次の記述の適不適の組み合わせとして、最も適切なものはどれか。 

 

（ア）金融サービス仲介業とは、内閣総理大臣の登録を受けて、預金等媒介業務、保険媒介業務、有価

証券等仲介業務および貸金業貸付媒介業務のすべてを業として行うことをいう。 

（イ）金融サービス仲介業者は、顧客から求められたときは、金融サービス仲介業務に関して当該金融

サービス仲介業者が受ける手数料、報酬その他の対価の額等を明らかにしなければならない。 

（ウ）金融サービス仲介業者は、顧客保護の観点から「高度に専門的な説明を必要とするものとして政

令で定めるもの」の媒介業務を行うことはできないとされている。 

（エ）金融サービス仲介業者と金融機関は連携し協働する関係にあるため、金融サービス仲介業者が業

務に関して顧客に損害を与えた場合、提携する金融機関が損害賠償しなければならない。 

 

１．（ア）および（イ）は適切であるが、（ウ）および（エ）は不適切。 

２．（ア）および（エ）は適切であるが、（イ）および（ウ）は不適切。 

３．（イ）および（ウ）は適切であるが、（ア）および（エ）は不適切。 

４．（ウ）および（エ）は適切であるが、（ア）および（イ）は不適切。 

 

（問題３） 
 

（設問Ｃ）「個人情報の保護に関する法律（個人情報保護法）」に関する次の記述のうち、最も適切なも

のはどれか。 

 

１．個人情報取扱事業者は、個人情報を取得した場合は、取得の状況からみて利用目的が明らか

であると認められるときでも、その利用目的を本人に通知または公表しなければならない。 

２．仮名加工情報とは、一定の措置を講じて特定の個人を識別することができないように個人情

報を加工して得られる個人に関する情報であって、当該個人情報を復元することができない

ようにしたものをいう。 

３．個人情報取扱事業者は、公衆衛生の向上のために特に必要がある場合であって、本人の同意

を得ることが困難であるときは、あらかじめ本人の同意を得ることなく、個人データを第三

者に提供することができる。 

４．個人情報取扱事業者は、本人から保有個人データの利用目的の通知を請求された場合、当該

通知に関して手数料を徴収してはならない。 

 

 

  



 
ライフプランニング・リタイアメントプランニング 2024年度第1回 

4 ＮＰＯ法人日本ＦＰ協会 無断複製転載禁止 ライフプランニング・リタイアメントプランニング 

問２ 

 ＣＦＰ認定者にとって、ライフプランニングに関する最新の情報に関心をもち、情報収集しておく

ことは大切です。以下の設問Ａ、Ｂについて、それぞれの答えを１～４の中から１つ選んでください。 

 

（問題４） 
 

（設問Ａ）以下の４人のうち、都道府県・指定都市社会福祉協議会（窓口業務等は市町村の社会福祉協

議会等で実施）が行う日常生活自立支援事業（以下「本事業」という）の対象者となる人の

組み合わせとして、最も適切なものはどれか。 

 

本人 本人の状況 

Ａさん 

・ 認知症との診断を受けており、判断能力が不十分である。 

・ 本事業の契約内容について判断し得る能力を有している。 

・ 自宅で暮らしている（独居）。 

・ 補助開始の審判を受けている。 

Ｂさん 

・ 認知症との診断を受けており、判断能力が不十分である。 

・ 本事業の契約内容について判断し得る能力を有している。 

・ 福祉施設に入所中である。 

・ 成年後見等開始の審判は受けていない。 

Ｃさん 

・ 認知症との診断は受けていないが、判断能力が不十分である。 

・ 本事業の契約内容について判断し得る能力を有していない。 

・ 自宅で暮らしている（独居）。 

・ 成年後見等開始の審判は受けていない。 

Ｄさん 

・ 認知症との診断を受けておらず、判断能力は十分であるが、腰を痛めているため自

力で歩行することができない。 

・ 本事業の契約内容について判断し得る能力を有している。 

・ 病院に入院中である。 

・ 成年後見等開始の審判は受けていない。 

 

１．ＡさんとＢさん 

２．ＡさんとＣさん 

３．ＢさんとＤさん 

４．ＣさんとＤさん 
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（問題５） 
 

（設問Ｂ）以下の諸費用のうち、所得税の医療費控除の対象とならないものはどれか。なお、対価の額

はいずれも一般的に支出される範囲であるものとする。 

 

１．花粉症の治療のために薬局で購入した目薬の代金 

２．入院に際して購入した寝具や洗面具などの身の回り品の購入代金 

３．入院の対価として支払う食事代 

４．保健師による療養上の世話の代金 
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問３ 

 会社員のパーソナルファイナンスに関する以下の設問Ａ～Ｃについて、それぞれの答えを１～４の中

から１つ選んでください。なお、設問Ａ、Ｂについては以下の＜資料＞に基づいて解答してください。 

 

＜資料＞ 
 

【収入に関する事項】 

◯給与収入（年間・手取り） 

藤原 太一さん（本人・会社員）：現在６５０万円 

藤原 洋子さん（妻・パート）：現在１２０万円 
 

【支出に関する事項】 

◯基本生活費：年間３６０万円 

◯住宅関連費：持ち家（マンション） 

住宅ローン：金利年２.０％（全期間固定） 

元利均等返済（ボーナス返済なし） 

年間返済額１４０万円 

債務者は太一さんで７０歳時に完済予定 

固定資産税等：年間１５万円 

管理費および修繕積立金：年間３０万円 

◯教育費 

長女および二女は公立中学校に在学している。長女は、高校は私立、大学は私立理系（四年制）

への進学を予定しており、二女は、高校は私立、大学は私立文系（四年制）への進学を予定し

ている。 

 
中学校 高校 大学 

公立 私立 公立 私立 私立文系 私立理系 

年間教育費 ５０万円 １２０万円 ４５万円 ９５万円 ８５万円 １２０万円 

入学一時金 １０万円 ６０万円 １５万円 ３０万円 ４０万円 ５０万円 

◯保険料：年間３６万円 

◯自動車関連費 

維持費：年間２５万円 

買替え：２０３５年に３００万円 

車検：２０２３年、２０２５年、２０２７年、２０２９年、２０３１年、２０３３年、２０３８

年に車検を行う。費用は１回当たり１５万円 

◯その他支出：年間３０万円 

◯一時的支出 

家族旅行：２０３３年に５０万円 
 

【留意事項】 

・ キャッシュフロー表の同一の欄に計上する項目が複数ある場合、それらの合計額に変動率を

適用し算出した金額によること。 

・ ＜資料＞の金額はすべて２０２３年（基準年）時点の現在価値である。  
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＜現状のキャッシュフロー表＞ （単位：万円） 
経過年数 基準年 １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ 
西暦（年） ２０２３ ２０２４ ２０２５ ２０２６ ２０２７ ２０２８ ２０２９ ２０３０ 

家
族
・
年
齢 

藤原 太一 本人 ４４ ４５ ４６ ４７ ４８ ４９ ５０ ５１ 
   洋子 妻 ４１ ４２ ４３ ４４ ４５ ４６ ４７ ４８ 
   美咲 長女 １５ １６ １７ １８ １９ ２０ ２１ ２２ 
   早希 二女 １３ １４ １５ １６ １７ １８ １９ ２０ 

ライフイベント 
 

二女 

中学入学 

長女 

高校入学 
 

二女 

高校入学 

長女 

大学入学 
 

二女 

大学入学 
  

変動率 

収
入 

給与収入（本人） １.０％ ６５０ ６５７ ６６３ ６７０ ６７６ ６８３ ６９０ ６９７ 
給与収入（妻） １.０％ １２０ １２１ １２２ １２４ １２５ １２６ １２７ １２９ 

収入合計 － ７７０ ７７８ ７８５ ７９４ ８０１ ８０９ ８１７ ８２６ 

支
出 

基本生活費 １.０％ ３６０ ３６４ ３６７ ３７１ ３７５    
住宅関連費 ０.０％ １８５ １８５ １８５ １８５ １８５ １８５ １８５ １８５ 
教育費（長女） １.０％ ５０ １２６ ９７ ９８ １７７ １２６ １２７ １２９ 
教育費（二女） １.０％ ６０ ５１ ５１ １２９ ９９    
保険料 ０.０％ ３６ ３６ ３６ ３６ ３６ ３６ ３６ ３６ 
自動車関連費 １.０％ ４０ ２５ ４１ ２６     
その他支出 １.０％ ３０ ３０ ３１ ３１ ３１ ３２ ３２ ３２ 
一時的支出 １.０％ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ 

支出合計 － ７６１ ８１７ ８０８ ８７６   ( ア )  
年間収支 － ９ ▲３９ ▲２３ ▲８２     
預貯金等残高 １.０％ ８００ ７６９ ７５４ ６８０     

 

経過年数 ８ ９ １０ １１ １２ １３ １４ １５ 
西暦（年） ２０３１ ２０３２ ２０３３ ２０３４ ２０３５ ２０３６ ２０３７ ２０３８ 

家
族
・
年
齢 

藤原 太一 本人 ５２ ５３ ５４ ５５ ５６ ５７ ５８ ５９ 
   洋子 妻 ４９ ５０ ５１ ５２ ５３ ５４ ５５ ５６ 
   美咲 長女 ２３ ２４ ２５ ２６ ２７ ２８ ２９ ３０ 
   早希 二女 ２１ ２２ ２３ ２４ ２５ ２６ ２７ ２８ 

ライフイベント 
 

長女就職  
二女就職

家族旅行 
 

自動車 

買替え 
    

変動率 

収
入 

給与収入（本人） １.０％      ７４０ ７４７ ７５５ 
給与収入（妻） １.０％ １３０ １３１ １３３ １３４ １３５ １３７ １３８ １３９ 

収入合計 －      ８７７ ８８５ ８９４ 

支
出 

基本生活費 １.０％       ４１４ ４１８ 
住宅関連費 ０.０％ １８５ １８５ １８５ １８５ １８５ １８５ １８５ １８５ 
教育費（長女） １.０％ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ 
教育費（二女） １.０％   ０ ０ ０ ０ ０ ０ 
保険料 ０.０％ ３６ ３６ ３６ ３６ ３６ ３６ ３６ ３６ 
自動車関連費 １.０％     ３６６ ２８ ２９ ４６ 
その他支出 １.０％ ３２ ３３ ３３ ３３ ３４ ３４ ３４ ３５ 
一時的支出 １.０％         

支出合計 －        ７２０ 
年間収支 －   ( イ )     １７４ 
預貯金等残高 １.０％        １,１４０ 
※問題作成の都合上、一部空欄にしてある。また、記載されている数値は正しいものとする。 
※各項目の計算に当たっては端数を残し、表中に記入の際は万円未満四捨五入したものを使用すること。
ただし、預貯金等残高は各年ごとに端数を残さず、万円未満四捨五入のうえ計算すること。 

※収入合計と支出合計、年間収支は表中に記載すべき整数で計算すること。 
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（問題６） 
 

（設問Ａ）藤原さん夫婦は、将来の資金設計についてＣＦＰ認定者に相談し、キャッシュフロー表を

作成してもらうことにした。現状のキャッシュフロー表中の空欄（ア）、（イ）にあてはまる

金額の組み合わせとして、正しいものはどれか。なお、計算に当たっては係数表を使用せず、

電卓にて計算すること。 

 

１．（ア）８９４ （イ）１００ 

２．（ア）８９４ （イ）１１６ 

３．（ア）９３７ （イ）１００ 

４．（ア）９３７ （イ）１１６ 

 

（問題７） 
 

（設問Ｂ）藤原さん夫婦は、子どもたちの大学進学に伴う教育費負担の増加に備えて、住宅ローンを借

り換えることと、洋子さんの働き方および保険の見直しを考えている。そこで、ＣＦＰ認

定者は、以下の＜見直しの内容＞を提案し、それに伴うキャッシュフロー表を作成した。見

直し後のキャッシュフロー表中の空欄（ウ）にあてはまる金額として、正しいものはどれか。

なお、計算に当たっては係数表を使用せず、電卓にて計算すること。 

 

＜見直しの内容＞ 
 

・洋子さんの給与収入（年間・手取り） 

２０２７年から２４０万円（現在価値） 

・住宅関連費 

２０２７年に住宅ローンを以下のとおり借り換える。 

金利年１.５％（全期間固定） 

元利均等返済（ボーナス返済なし） 

年間返済額１３３万円（２０２７年以降） 

債務者は太一さんで７０歳時に完済予定 

借換え手数料３０万円 

・保険料 

２０２７年から年間２４万円 

 

１．６４５ 

２．６４７ 

３．６５７ 

４．６８７ 
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＜見直し後のキャッシュフロー表＞ （単位：万円） 
経過年数 基準年 １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ 
西暦（年） ２０２３ ２０２４ ２０２５ ２０２６ ２０２７ ２０２８ ２０２９ ２０３０ 

家
族
・
年
齢 

藤原 太一 本人 ４４ ４５ ４６ ４７ ４８ ４９ ５０ ５１ 
   洋子 妻 ４１ ４２ ４３ ４４ ４５ ４６ ４７ ４８ 
   美咲 長女 １５ １６ １７ １８ １９ ２０ ２１ ２２ 
   早希 二女 １３ １４ １５ １６ １７ １８ １９ ２０ 

ライフイベント 
 

二女 

中学入学 

長女 

高校入学 
 

二女 

高校入学 

長女 

大学入学 
 

二女 

大学入学 
  

変動率 

収
入 

給与収入（本人） １.０％ ６５０ ６５７ ６６３ ６７０ ６７６ ６８３ ６９０ ６９７ 
給与収入（妻） １.０％ １２０ １２１ １２２ １２４     

収入合計 － ７７０ ７７８ ７８５ ７９４     

支
出 

基本生活費 １.０％ ３６０ ３６４ ３６７ ３７１ ３７５    
住宅関連費 ０.０％ １８５ １８５ １８５ １８５     
教育費（長女） １.０％ ５０ １２６ ９７ ９８ １７７ １２６ １２７ １２９ 
教育費（二女） １.０％ ６０ ５１ ５１ １２９ ９９    
保険料 ０.０％ ３６ ３６ ３６ ３６     
自動車関連費 １.０％ ４０ ２５ ４１ ２６     
その他支出 １.０％ ３０ ３０ ３１ ３１ ３１ ３２ ３２ ３２ 
一時的支出 １.０％ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ 

支出合計 － ７６１ ８１７ ８０８ ８７６     
年間収支 － ９ ▲３９ ▲２３ ▲８２     
預貯金等残高 １.０％ ８００ ７６９ ７５４ ６８０ ( ウ )    

 

経過年数 ８ ９ １０ １１ １２ １３ １４ １５ 
西暦（年） ２０３１ ２０３２ ２０３３ ２０３４ ２０３５ ２０３６ ２０３７ ２０３８ 

家
族
・
年
齢 

藤原 太一 本人 ５２ ５３ ５４ ５５ ５６ ５７ ５８ ５９ 
   洋子 妻 ４９ ５０ ５１ ５２ ５３ ５４ ５５ ５６ 
   美咲 長女 ２３ ２４ ２５ ２６ ２７ ２８ ２９ ３０ 
   早希 二女 ２１ ２２ ２３ ２４ ２５ ２６ ２７ ２８ 

ライフイベント 
 

長女就職  
二女就職

家族旅行 
 

自動車 

買替え 
    

変動率 

収
入 

給与収入（本人） １.０％      ７４０ ７４７ ７５５ 
給与収入（妻） １.０％         

収入合計 －         

支
出 

基本生活費 １.０％       ４１４ ４１８ 
住宅関連費 ０.０％         
教育費（長女） １.０％ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ 
教育費（二女） １.０％   ０ ０ ０ ０ ０ ０ 
保険料 ０.０％         
自動車関連費 １.０％     ３６６ ２８ ２９ ４６ 
その他支出 １.０％ ３２ ３３ ３３ ３３ ３４ ３４ ３４ ３５ 
一時的支出 １.０％        ０ 

支出合計 －        ７０１ 
年間収支 －        ３３３ 
預貯金等残高 １.０％        ３,０１９ 
※問題作成の都合上、一部空欄にしてある。また、記載されている数値は正しいものとする。 
※各項目の計算に当たっては端数を残し、表中に記入の際は万円未満四捨五入したものを使用すること。
ただし、預貯金等残高は各年ごとに端数を残さず、万円未満四捨五入のうえ計算すること。 

※収入合計と支出合計、年間収支は表中に記載すべき整数で計算すること。 
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（問題８） 
 

（設問Ｃ）松尾さんは２０２８年３月末に定年を迎え、退職一時金を受け取る。定年後の５年間は、雇

用形態は変わるものの引き続き就労して、２０３３年３月末にリタイアする予定である。松

尾さんはリタイア後の生活資金を準備するため、２０２５年４月１日から資金運用を開始す

る。リタイア後の２０３３年４月１日以降は、退職一時金と蓄えた資金を、複利運用しなが

ら取り崩して生活費および住宅のリフォーム費用に充てたいと考えている。以下の＜条件＞

に基づく場合、２０２８年４月１日から２０３３年３月末までの５年間、毎年３月末に積み

立てるべき一定金額（最少額）として、正しいものはどれか。なお、運用益についての税金

等は考慮しないものとする。また、計算に当たっては、次の係数表を乗算で使用し、計算過

程で端数が生じた場合は円未満を四捨五入し、解答に当たっては万円未満を切り上げること。 

 

＜条件＞ 
 

［リタイア前］ 

・ 自助努力で準備した老後のための資金４００万円（２０２５年３月末時点）を、２０２５年

４月１日から２０３３年３月末までの８年間、年利１.５％で複利運用する。 

・ ２０２８年３月末に受け取る退職一時金１,４００万円（手取り額）を、２０２８年４月１日

から２０３３年３月末までの５年間、年利１.５％で複利運用する。 

・ ２０２５年４月１日から２０２８年３月末までの３年間、毎年３月末に８０万円を積み立て

ながら、年利１.５％で複利運用し、積み立てた金額を２０２８年４月１日から２０３３年３

月末までの５年間は年利１.５％で複利運用する。 

・ ２０２８年４月１日から２０３３年３月末までの５年間、毎年３月末に一定金額を積み立て

ながら、年利１.５％で複利運用する。 

 

［リタイア後］ 

・ ２０３３年４月１日から２０４３年３月末までの１０年間、蓄えた資金を年利１.５％で複利

運用しながら、毎年３月末に１００万円ずつ取り崩す。 

・ ２０４３年４月１日から２０６３年３月末までの２０年間、蓄えた資金を年利１.０％で複利

運用しながら、毎年３月末に７５万円ずつ取り崩す。 

・ ２０３３年４月１日からの５年間、蓄えた資金を年利１.５％で複利運用し、２０３８年３月

末にリフォーム資金として５００万円を取り崩す。 
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＜係数表＞ ※係数表の数値は正しいものとする。 

［終価係数］ ［現価係数］ 

期間 １.０％ １.５％  期間 １.０％ １.５％ 

 ３年 １.０３０ １.０４６   ３年 ０.９７１ ０.９５６ 

 ５年 １.０５１ １.０７７   ５年 ０.９５１ ０.９２８ 

 ８年 １.０８３ １.１２６   ８年 ０.９２３ ０.８８８ 

１０年 １.１０５ １.１６１  １０年 ０.９０５ ０.８６２ 

２０年 １.２２０ １.３４７  ２０年 ０.８２０ ０.７４２ 

 

［年金終価係数］ ［年金現価係数］ 

期間 １.０％ １.５％  期間 １.０％ １.５％ 

 ３年 ３.０３０ ３.０４５   ３年 ２.９４１ ２.９１２ 

 ５年 ５.１０１ ５.１５２   ５年 ４.８５３ ４.７８３ 

 ８年 ８.２８６ ８.４３３   ８年 ７.６５２ ７.４８６ 

１０年 １０.４６２ １０.７０３  １０年 ９.４７１ ９.２２２ 

２０年 ２２.０１９ ２３.１２４  ２０年 １８.０４６ １７.１６９ 

 

［資本回収係数］ ［減債基金係数］ 

期間 １.０％ １.５％  期間 １.０％ １.５％ 

 ３年 ０.３４０ ０.３４３   ３年 ０.３３０ ０.３２８ 

 ５年 ０.２０６ ０.２０９   ５年 ０.１９６ ０.１９４ 

 ８年 ０.１３１ ０.１３４   ８年 ０.１２１ ０.１１９ 

１０年 ０.１０６ ０.１０８  １０年 ０.０９６ ０.０９３ 

２０年 ０.０５５ ０.０５８  ２０年 ０.０４５ ０.０４３ 

 

１．６５万円 

２．６９万円 

３．７０万円 

４．７２万円 
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問４ 

 住宅取得や教育に係る資金設計等に関する以下の設問Ａ～Ｆについて、それぞれの答えを１～４の中

から１つ選んでください。 

 

（問題９） 
 

（設問Ａ）小坂さん（会社員・年収９６０万円）は住宅の購入を計画しており、ＣＦＰ認定者に以下

の＜条件＞に基づくシミュレーションを依頼した。このシミュレーションにおける購入可能

な物件価格の上限として、正しいものはどれか。なお、計算に当たっては下記の係数表を乗

算で使用し、計算過程で端数が生じた場合は円未満を四捨五入し、住宅ローンの借入額およ

び物件価格については１０万円未満を切り捨てること。また、消費税および贈与税は考慮し

ないものとする。 

 

＜条件＞ 
 

・ 用意した住宅購入用資金１,８００万円と父から贈与される２４０万円を住宅購入に充てる。こ

れらの資金で不足する分については、住宅ローンを利用する。 

・ 住宅ローンの借入額については、住宅ローンの年間元利合計返済額が、現在の年収の２０％と

なるようにする。 

・ 住宅ローンの条件は、金利年１.６０％（全期間固定）、返済期間２５年（返済回数３００回）、

元利均等返済、毎月返済のみ（ボーナス返済なし）とする。 

・ 住宅購入のための諸費用は物件価格の９％とし、上記で準備した資金の中から充てるものとす

る。 

 

＜係数表＞ ※係数表の数値は正しいものとする。 

［終価係数（１ヵ月用）］ ［現価係数（１ヵ月用）］ 

期間 １.６０％  期間 １.６０％ 

１０年 １.１７３３９  １０年 ０.８５２２３ 

１５年 １.２７１０５  １５年 ０.７８６７５ 

２５年 １.４９１４３  ２５年 ０.６７０５０ 

 

［年金終価係数（１ヵ月用）］ ［年金現価係数（１ヵ月用）］ 

期間 １.６０％  期間 １.６０％ 

１０年 １３０.０３９３６  １０年 １１０.８２４０４ 

１５年 ２０３.２８４４６  １５年 １５９.９３４７９ 

２５年 ３６８.５７０４６  ２５年 ２４７.１２６００ 

 

［資本回収係数（１ヵ月用）］ ［減債基金係数（１ヵ月用）］ 

期間 １.６０％  期間 １.６０％ 

１０年 ０.００９０２  １０年 ０.００７６９ 

１５年 ０.００６２５  １５年 ０.００４９２ 

２５年 ０.００４０５  ２５年 ０.００２７１ 
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１．５,２７０万円 

２．５,４９０万円 

３．５,７５０万円 

４．５,９９０万円 

 

（問題１０） 
 

（設問Ｂ）下表の４人のうち、２０２４年分の所得税について住宅借入金等特別控除（以下「住宅ロー

ン控除」という）の適用を受けることができる人の組み合わせとして、最も適切なものはど

れか。なお、記載のない事項については、住宅ローン控除の適用要件を満たしているものと

する。 

 

Ａさん 
２０２４年４月に、登記簿上の建築日付が１９９７年の中古住宅を住宅ローンを借り

入れて取得し６ヵ月以内に入居した。なお、耐震基準適合証明書は取得していない。 

Ｂさん 

２０１８年に住宅を購入し、借入時に償還期間が１５年であった住宅ローンについ

て、住宅ローン控除の適用を受けていた。２０２４年２月にこの住宅ローンを償還期

間９年の住宅ローンに借り換えた。 

Ｃさん 
母の所有する更地を使用貸借により借り受け、２０２４年２月にその土地上に母と同

居するための建物を住宅ローンを借り入れて建築し６ヵ月以内に入居した。 

Ｄさん 
２０２４年に住宅を購入し、住宅ローンを夫婦の連帯債務とした。取得した住宅はＤさ

んの夫の単独所有であり、借入後の住宅ローンの返済も夫が全額負担している。 

 

１．ＡさんとＢさんとＣさん 

２．ＡさんとＣさん 

３．ＢさんとＤさん 

４．ＣさんとＤさん 

 

（問題１１） 
 

（設問Ｃ）日本政策金融公庫の教育一般貸付に関する次の記述のうち、最も不適切なものはどれか。 

 

１．大学の受験費用や受験のための交通費および宿泊費については、大学の入学試験合格を条件

に、融資の対象となる資金使途として認められる。 

２．成人して勤務収入などの安定した収入があり、独立して生計を営んでいる場合は、学生本人

が申込みをすることができる。 

３．返済期間の上限は、原則として１８年である。 

４．在学期間中は元金の返済を据え置き、利息のみの支払いとすることもできるが、この場合の

元金据置期間は返済期間に含まれる。 
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（問題１２） 
 

（設問Ｄ）日本学生支援機構の第一種奨学金の貸与を以下の＜資料＞のとおり受けた場合、返還する割

賦金の月賦分（ア）と半年賦分（イ）の額の組み合わせとして、正しいものはどれか。なお、

割賦金の計算に当たっては、円未満の端数は切り捨てること。 

 

＜資料＞ 
 

貸与月額：４５,０００円 

貸与月数：７２ヵ月 

返還方式：定額返還方式 

割賦方法：月賦・半年賦併用返還 

※月賦分貸与金額は貸与総額の２分の１とし、残り２分の１を半年賦分貸与金額とする。 

 

○割賦金の計算式 

割賦金＝貸与金額÷返還回数 

※返還回数（月賦分）＝返還年数×１２ 

返還回数（半年賦分）＝返還年数×２ 

※返還年数は、貸与総額を［奨学金返還年数算出表］における割賦金の基礎額で除して求める

（小数点以下切捨て）。 

 

［奨学金返還年数算出表］ 

貸与総額 割賦金の基礎額 

２,３００,００１円～２,５００,０００円 １６０,０００円 

２,５００,００１円～３,４００,０００円 １７０,０００円 

３,４００,００１円以上 総額の２０分の１ 

 

１．（ア） ６,７５０円 （イ）４０,５００円 

２．（ア） ７,１０５円 （イ）４２,６３１円 

３．（ア）１３,５００円 （イ）８１,０００円 

４．（ア）１４,２１０円 （イ）８５,２６３円 
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（問題１３） 
 

（設問Ｅ）貸金業法の総量規制に関する次の記述のうち、最も適切なものはどれか。 

 

１．年収４００万円の人について、貸金業者からの借入残高の合計額が１００万円の場合、貸金

業者から新たに借り入れることはできない。 

２．総量規制の基準額を算出する際の定期的な収入に、個人が事業として行う不動産の賃貸収入

は含まれる。 

３．クレジットカードを利用した商品の購入は、総量規制の対象となる。 

４．総量規制の基準となる年収には、配偶者の同意があれば、当該配偶者の年収を含めることが

できる。 

 

（問題１４） 
 

（設問Ｆ）国民生活センターに設置されている紛争解決委員会に関する次の記述のうち、最も不適切な

ものはどれか。 

 

１．紛争解決委員会への仲裁の申請は、当事者双方が仲裁に付することについて合意していれば、

当事者の一方が行うことができる。 

２．紛争解決委員会の和解仲介手続および仲裁手続は、非公開で行われる。 

３．紛争解決委員会の仲裁委員による仲裁判断は、裁判の確定判決と同一の効力がある。 

４．裁判外紛争解決手続（ＡＤＲ）の結果の概要は、紛争解決委員会が必要と認める場合に公表

することができるが、消費者紛争の当事者である事業者の名称は、公表してはならない。 
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問５ 

 働き方とその関連法令に関する以下の設問Ａ～Ｉについて、それぞれの答えを１～４の中から１つ選

んでください。 

 

（問題１５） 
 

（設問Ａ）労働基準法に基づく年次有給休暇に関する次の記述のうち、最も不適切なものはどれか。 

 

１．使用者は、所定労働日数が通常の労働者より少ない労働者であっても、当該労働者に年次有

給休暇が１０労働日以上付与される場合は、年次有給休暇を付与した日から１年以内の期間

に、当該労働者に時季を指定して５日の年次有給休暇を取得させなければならない。 

２．使用者は、労働者が請求した時季に年次有給休暇を与えることが事業の正常な運営を妨げる

場合、年次有給休暇が付与された日から１年以内の期間に５日以内に限り他の時季に年次有

給休暇を与えることができる。 

３．使用者は、雇入れ後の６ヵ月間の出勤率が８割未満の労働者に対して年次有給休暇を付与す

る必要はないが、その後の１年間の出勤率が８割以上となった場合は年次有給休暇を付与し

なければならない。 

４．業務上負傷し、または疾病にかかり療養のため休業した期間は、年次有給休暇の付与要件の

出勤率の算定上、出勤したものとみなされる。 
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（問題１６） 
 

（設問Ｂ）ＺＡ株式会社で契約社員として働いている荒木さんは、最低賃金法における最低賃金と比較

するために自身の２０２４年５月分の賃金を計算してみることにした。以下の＜資料＞に基

づく、最低賃金の対象となる時間当たりに換算した賃金額として、正しいものはどれか。 

 

＜資料＞ 
 

［荒木さんに支払われた２０２４年５月分の賃金］ 

基本給 
１７３,２５０円 

(日給８,２５０円×２１日) 
日給制 

職務手当 ２０,０００円 月給制 

皆勤手当 １０,０００円 月給制 

時間外手当 １３,７５０円 割増賃金を含む 

通勤手当 
１８,９００円 

(１日当たり９００円×２１日) 
 

合計 ２３５,９００円  

※賃金は日給制と月給制の組み合わせである。 

 

［荒木さんの労働条件］ 

年間所定労働日数：２５０日 

１日の所定労働時間：７時間３０分 

 

［時間当たりに換算した賃金額の計算方法］ 

日給制の場合：日給÷１日の所定労働時間 

月給制の場合：（賃金月額×１２ヵ月）÷（年間所定労働日数×１日の所定労働時間） 

日給制と月給制の組み合わせの場合：それぞれ上記の式により時間額に換算し、日給部分と月給

部分を合計する。 

 

１．１,１００円 

２．１,１６４円 

３．１,２２８円 

４．１,２９２円 
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（問題１７） 
 

（設問Ｃ）労働基準法施行規則に基づくいわゆる「賃金のデジタル払い」に関する次の記述のうち、最

も不適切なものはどれか。 

 

１．賃金のデジタル払いを実施するためには、労使協定を締結し、労働者の個別の同意を得る必

要がある。 

２．賃金のデジタル払いを導入した場合でも、労働者がデジタル払いによる賃金の支払いを希望

しないときは、当該労働者は銀行口座等で賃金を受け取ることができる。 

３．デジタル払いにより受け取った賃金を指定資金移動業者の口座から払い出す場合、月１回の

払出しであっても手数料がかかる。 

４．指定資金移動業者の口座について、残高が１００万円を超えないようにする措置、または、

１００万円を超えた場合に速やかに１００万円以下とするための措置を講じる必要がある。 

 

（問題１８） 
 

（設問Ｄ）雇用保険の基本手当の特定受給資格者に関する次の記述のうち、最も不適切なものはどれか。 

 
１．特定受給資格者は、離職の日以前１年間に被保険者期間が通算して６ヵ月以上あれば、基本

手当の受給資格を得ることができる。 

２．離職日の属する月の前６ヵ月のうちいずれかの月において、１ヵ月当たり１００時間以上の

時間外労働を行った人は、特定受給資格者に該当する。 

３．期間の定めのある労働契約の締結の際、その労働契約の更新が明示された場合において、そ

の労働契約が更新されないこととなったことにより離職した人は、特定受給資格者に該当する。 

４．特定受給資格者は、公共職業安定所において求職の申込みを行った後、待期期間および給付

制限期間が経過しなければ基本手当は支給されない。 

 

（問題１９） 
 

（設問Ｅ）雇用保険の教育訓練給付金に関する次の記述のうち、最も適切なものはどれか。 

 

１．教育訓練給付金の給付対象となる教育訓練は、一般教育訓練給付金、専門実践教育訓練給付

金、特定一般教育訓練給付金のいずれも、厚生労働大臣が指定する教育訓練に限られる。 

２．教育訓練給付金を受給しようとする場合、支給要件期間が３年以上あることが必要だが、一

般教育訓練給付金、専門実践教育訓練給付金、特定一般教育訓練給付金のいずれも、初めて

受給しようとする場合に限り、支給要件期間が１年以上あれば給付対象となる。 

３．教育訓練給付金を受給しようとする人は、一般教育訓練給付金、専門実践教育訓練給付金、

特定一般教育訓練給付金のいずれも、事前に訓練対応キャリアコンサルタントによる訓練前

キャリアコンサルティングを受け、所定のジョブ・カード等をハローワークに提出しなけれ

ばならない。 

４．訓練期間が６ヵ月を超える教育訓練については、一般教育訓練給付金、専門実践教育訓練給

付金、特定一般教育訓練給付金のいずれも、受講中に支給申請を行うことができる。  
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（問題２０） 
 

（設問Ｆ）会社員の川野さんは、２０２４年６月末日に６０歳の定年を迎えた後も勤務先の継続雇用制

度を利用して６５歳まで働き続けたいと考えている。以下の＜資料＞に基づいて計算した川

野さんの雇用保険の高年齢雇用継続基本給付金の支給額として、正しいものはどれか。なお、

記載のない事項については、高年齢雇用継続基本給付金の支給要件を満たしているものとす

る。また、賃金低下率は表示単位の小数点以下第３位を四捨五入、支給額は円未満を切り捨

てるものとする。 

 

＜資料＞ 
 

［川野さんのデータ］ 

６０歳到達時の賃金月額：５２５,０００円 

支給対象月に支払われた賃金額：３５０,０００円 

 

［高年齢雇用継続基本給付金の支給額の計算式］ 

・ 賃金低下率（※）が６１％未満の場合 

支給額＝支給対象月に支払われた賃金額×１５％ 

・ 賃金低下率（※）が６１％以上７５％未満の場合 

支給額＝－
 １８３ 

２８０
×支給対象月に支払われた賃金額＋

 １３７.２５ 

２８０
×６０歳到達時の賃金月額 

（※）賃金低下率（％）＝
 支給対象月に支払われた賃金額 

６０歳到達時の賃金月額
×１００ 

 

［高年齢雇用継続基本給付金の限度額等］ 

賃金月額の上限額 ４８６,３００円 

支給限度額 ３７０,４５２円 

最低限度額 ２,１９６円 

 

 

１． ９,６２３円 

２．２０,４５２円 

３．２８,５９３円 

４．５２,５００円 
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（問題２１） 
 

（設問Ｇ）ＨＭ株式会社に勤務する妹尾さんは、２０２４年５月に業務上の災害により負傷し、療養の

ため休業した。以下の＜資料＞に基づき、妹尾さんが受給することができる労働者災害補償

保険の休業補償給付の総額として、正しいものはどれか。なお、休業特別支給金は考慮しな

いものとし、休業補償給付の支給要件はすべて満たしているものとする。また、解答に当た

っては、給付基礎日額は円未満を切り上げ、休業補償給付日額は円未満を切り捨てること。 

 

＜資料＞ 
 

［妹尾さんの２０２４年２月から４月までの給与等の支払状況］ 

支払月 
実出勤 

日数 
総日数 基本給 時間外手当 通勤手当 特別手当 

２月 １９日 ２９日 ３２０,０００円 ２０,０００円 １０,０００円 － 

３月 ２０日 ３１日 ３２０,０００円 ３０,０００円 １０,０００円 １２０,０００円 

４月 ２１日 ３０日 ３２０,０００円 ２０,０００円 １０,０００円 － 

 合計  ９６０,０００円 ７０,０００円 ３０,０００円 １２０,０００円 

※上記に記載のないものの支給はなく、賃金締切日は月の末日であるものとする。 

※特別手当は年４回、３月、６月、９月、１２月に支給される。 

※ＨＭ社の公休日は、土曜日・日曜日・祝日である。 

 

［妹尾さんのデータ］ 

・ 休業期間は、２０２４年５月１日から５月３１日までの３１日間である。 

・ 休業期間における賃金の支払いはなく、私傷病による休暇は取得していない。 

・ 複数事業労働者ではなく、同一の支給事由に基づく障害厚生年金等は受給していない。 

 

［給付基礎日額の計算式］ 

給付基礎日額＝
 算定事由発生日（賃金締切日がある場合は直前の賃金締切日）以前３カ月間の賃金総額 

その３ヵ月間の総日数
  

 

１．１９７,８４８円 

２．２２０,２７６円 

３．２４３,８７７円 

４．３３０,４００円 
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（問題２２） 
 

（設問Ｈ）育児・介護休業法に基づく介護休業および介護休暇に関する次の記述のうち、最も不適切な

ものはどれか。なお、労使協定は締結されていないものとする。 

 

１．介護休業は、要介護状態にある対象家族を介護するために、対象家族１人につき、通算して

９３日まで、３回を上限として分割して取得することができる。 

２．介護休暇は、要介護状態にある対象家族を介護するために、１年度において５労働日（対象

家族が２人以上の場合は１０労働日）を限度として取得することができる。 

３．要介護状態とは、負傷、疾病または身体上もしくは精神上の障害により、２週間以上の期間

にわたり常時介護を必要とする状態をいう。 

４．対象家族は、配偶者（事実上婚姻関係と同様の事情にある者を含む）、父母、子、祖父母、

兄弟姉妹、孫および配偶者の父母であるが、祖父母、兄弟姉妹および孫については被保険者

と同居している人に限り対象となる。 

 

（問題２３） 
 

（設問Ｉ）育児・介護休業法に基づく短時間勤務制度（所定労働時間の短縮措置）において事業主が講

じるべき措置に関する次の記述のうち、最も不適切なものはどれか。 

 

１．小学校就学前の子を養育する労働者について、その子が就学するまでは労働者の申出に基づ

き育児のための短時間勤務制度の措置を講じなければならない。 

２．育児のための短時間勤務制度の措置は、１日の所定労働時間を原則として６時間とする措置

を含むものとしなければならない。 

３．要介護状態にある対象家族を介護する労働者が介護休業をしていない場合、労働者の申出に

基づき、原則として、連続する３年以上の期間における介護のための短時間勤務制度等の措

置を講じなければならない。 

４．介護のための短時間勤務制度等の措置は、原則として労働者が２回以上の利用ができる措置

としなければならない。 
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問６ 

 社会保険の適用や給付等に関する以下の設問Ａ～Ｆについて、それぞれの答えを１～４の中から１つ

選んでください。 

 

（問題２４） 
 

（設問Ａ）個人事業主の平沼健一さん（４３歳）は、妻と子２人の４人でＫＺ市に居住している。以下

の＜資料＞に基づく健一さんが支払う２０２４年度分の国民健康保険料の世帯合計額（年額）

として、正しいものはどれか。なお、保険料の減免措置の適用はないものとする。また、計

算に当たっては、医療分、後期高齢者支援金等分、介護分のそれぞれの世帯合計額について、

百円未満の端数を切り捨てること。 

 

＜資料＞ 
 

［平沼家のデータ］ 

氏名 続柄 年齢 備考 

平沼 健一 本人（世帯主） ４３歳 前年の総所得金額（事業所得）６３０万円 

平沼 陽子 妻 ３８歳 前年の総所得金額（給与所得）８５万円 

平沼 良太 長男 １４歳 中学生 

平沼 雅美 長女 １１歳 小学生 

※家族４人は同一世帯であり、４人はそれぞれＫＺ市の国民健康保険の被保険者である。 

※上記のほかに収入はない。 

 

［ＫＺ市の国民健康保険料（年額）］ 

所得割の算定基礎額＝前年の総所得金額等－基礎控除額４３万円 

項目 所得割 均等割（１人当たり） 

医療分 ７.１７％ ４５,０００円 

後期高齢者支援金等分 ２.４２％ １５,１００円 

介護分 ２.２０％ １６,２００円 

※医療分と後期高齢者支援金等分は、すべての被保険者について賦課される。 

※介護分は、４０歳以上６５歳未満の被保険者について賦課される。 

※限度額については考慮しないものとする。 
 

 

１．  ９３２,３００円 

２．  ９８８,８００円 

３．  ９９８,０００円 

４．１,０１４,２００円 
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（問題２５） 
 

（設問Ｂ）以下の＜資料＞に基づく、別所さん（４０歳）の２０２４年５月支給の給与から源泉徴収さ

れた所得税額として、正しいものはどれか。なお、記載のない事項については考慮しないも

のとする。 

 

＜資料＞ 
 

［別所さんのデータ］ 

・ ＴＫ株式会社の正社員（役員ではない）で、協会けんぽの被保険者である。 

・ 標準報酬月額は３０万円である。 

・ ２０２４年４月支給の給与額は３２万円であり、２０２４年５月支給の給与額は３４万円

（いずれも源泉所得税・社会保険料控除前）である。 

・ 扶養親族等はない。 

 

［健康保険・厚生年金保険標準報酬月額表（被保険者負担分）］ （単位：円） 

標準報酬月額 
報酬月額 保険料 

以上 未満 健康保険 介護保険 厚生年金保険 

３００,０００ ２９０,０００～３１０,０００ １５,０００ ２,７３０ ２７,４５０ 

３２０,０００ ３１０,０００～３３０,０００ １６,０００ ２,９１２ ２９,２８０ 

３４０,０００ ３３０,０００～３５０,０００ １７,０００ ３,０９４ ３１,１１０ 

 

［雇用保険料（被保険者負担分）］２,０４０円 

 

［給与所得の源泉徴収税額表］ （単位：円） 

その月の社会保険料等 

控除後の給与等の金額 

扶養親族等の数 

０人 

以上 未満 税額 

２８４,０００ ２８７,０００ ７,８２０ 

２８７,０００ ２９０,０００ ７,９２０ 

２９０,０００ ２９３,０００ ８,０４０ 

２９３,０００ ２９６,０００ ８,１４０ 

 

 

１．７,８２０円 

２．７,９２０円 

３．８,０４０円 

４．８,１４０円 

  



 
ライフプランニング・リタイアメントプランニング 2024年度第1回 

24 ＮＰＯ法人日本ＦＰ協会 無断複製転載禁止 ライフプランニング・リタイアメントプランニング 

（問題２６） 
 

（設問Ｃ）以下の＜ケース１＞～＜ケース３＞の人が、２０２４年５月に介護保険法に基づく介護給付

対象サービス（以下「介護サービス」という）を受けた場合の利用者負担割合に関する次の

記述のうち、最も不適切なものはどれか。なお、本設問における利用者負担割合は以下の

＜資料＞によって判定するものとする。また、利用者負担の上限は考慮しないものとし、い

ずれの人も介護サービスを利用する際に介護保険被保険者証と介護保険負担割合証を提示し

ているものとする。 

 

＜資料＞ 
 

［ＨＯ市における介護保険の利用者負担割合］ 

 

 

※｢世帯合算」とは、６５歳以上の人が２人以上いる世帯の、６５歳以上の人の所得等を合算した

金額である。 

※合計所得金額は前年の所得によるものとし、合計所得金額に対する調整は考慮しないものとする｡ 

 

  

６５歳以上で本人が市民税課税 

Ｙｅｓ 

年金収入＋その他の合計所得金額 
 

単身世帯で３４０万円以上 または 

世帯合算（※）で４６３万円以上 

２２０万円以上 

３割 

１６０万円以上 

２２０万円未満 

本人の合計所得金額 

１６０万円未満 

年金収入＋その他の合計所得金額 
 

単身世帯で２８０万円以上 または 

世帯合算（※）で３４６万円以上 

Ｎｏ 

Ｎｏ 

２割 １割 

Ｙｅｓ Ｙｅｓ Ｎｏ 
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＜公的年金等控除額の速算表＞ 

納税者区分 公的年金等の収入金額（Ａ） 

公的年金等控除額 

公的年金等に係る雑所得以外の所得

に係る合計所得金額 

１,０００万円 以下 

６５歳未満の者 

 １３０万円 以下 ６０万円 

１３０万円 超 ４１０万円 以下 （Ａ）×２５％＋ ２７.５万円 

４１０万円 超 ７７０万円 以下 （Ａ）×１５％＋ ６８.５万円 

７７０万円 超 １,０００万円 以下 （Ａ）× ５％＋１４５.５万円 

１,０００万円 超  １９５.５万円 

６５歳以上の者 

 ３３０万円 以下 １１０万円 

３３０万円 超 ４１０万円 以下 （Ａ）×２５％＋ ２７.５万円 

４１０万円 超 ７７０万円 以下 （Ａ）×１５％＋ ６８.５万円 

７７０万円 超 １,０００万円 以下 （Ａ）× ５％＋１４５.５万円 

１,０００万円 超  １９５.５万円 

 

 氏名 続柄 年齢 
前年の公的年金 

（老齢年金）収入 
前年の事業所得 市民税 

＜ケース１＞ 谷口 郁男 本人 ７５歳 ２８０万円 － 課税 

＜ケース２＞ 
氷室 勝二 夫 ７２歳 ３２０万円  ５０万円 課税 

氷室 芳子 妻 ７１歳  ９０万円 － 非課税 

＜ケース３＞ 
布施 圭太 夫 ８０歳 ３５０万円 － 課税 

布施 弘子 妻 ７７歳  ７０万円 １５０万円 課税 

※上記の人はいずれも公的年金（老齢年金）、事業所得のほかに収入はない。 

※上記の人はすべてＨＯ市に居住しており、夫婦はいずれも同一世帯である。 

※いずれの世帯も、上記のほかに同一世帯に属する人はいない。 

 

１．＜ケース１＞の谷口郁男さんの利用者負担割合は、２割である。 

２．＜ケース２＞の氷室勝二さんの利用者負担割合は、３割である。 

３．＜ケース３＞の布施圭太さんの利用者負担割合は、３割である。 

４．＜ケース３＞の布施弘子さんの利用者負担割合は、１割である。 
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（問題２７） 
 

（設問Ｄ）ＺＢ株式会社に勤務する若杉さんに支給される２０２４年４月から７月までの給与等が以下

の＜資料＞のとおりである場合、若杉さんの健康保険および厚生年金保険の標準報酬月額の

定時決定および随時改定に関する次の記述の空欄（ア）～（ウ）にあてはまる語句の組み合

わせとして、正しいものはどれか。 

 

＜資料＞ 
 

［若杉さんの２０２４年４月から７月までの給与等の支払状況］ 

 基本給 時間外手当 通勤手当 合計 

４月支給額 ２００,０００円 ２４,０００円 ６,０００円 ２３０,０００円 

５月支給額 ２１５,０００円 １１,０００円 ６,０００円 ２３２,０００円 

６月支給額 ２１５,０００円  ８,０００円 ６,０００円 ２２９,０００円 

７月支給額 ２１５,０００円  ６,０００円 ６,０００円 ２２７,０００円 

※上記に記載のないものの支給はない。 

※２０２４年４月の標準報酬月額は、２００,０００円である。 

※ＺＢ社の賃金締切日は月末で、支払日は翌月末である。 

※ＺＢ社の昇給は、年１回４月に行われ、５月支給額から反映される。 

※２０２４年４月支給額から７月支給額までの報酬を計算する基礎となる日数については、いずれ

の月も１７日以上であるものとする。 

※若杉さんは、資格取得時決定、育児休業等終了時改定および産前産後休業終了時改定の対象者で

はない。 

 

［標準報酬月額等級表］ （単位：円） 

標準報酬 報酬月額 

健康保険等級 厚生年金保険等級 月額 以上 未満 

１７ １４ ２００,０００ １９５,０００～２１０,０００ 

１８ １５ ２２０,０００ ２１０,０００～２３０,０００ 

１９ １６ ２４０,０００ ２３０,０００～２５０,０００ 

２０ １７ ２６０,０００ ２５０,０００～２７０,０００ 

 

 

若杉さんは、（ ア ）から（ イ ）により、標準報酬月額が（ ウ ）となる。 

 

１．（ア）８月 （イ）定時決定 （ウ）２２０,０００円 

２．（ア）９月 （イ）定時決定 （ウ）２４０,０００円 

３．（ア）８月 （イ）随時改定 （ウ）２４０,０００円 

４．（ア）９月 （イ）随時改定 （ウ）２２０,０００円 
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（問題２８） 
 

（設問Ｅ）西里さん（４３歳、学生ではない）は、ＱＬ社（厚生年金被保険者数３００人、特定適用事

業所）にパートタイマーとして入社する予定である。ＣＦＰ認定者が西里さんに行った短

時間労働者の社会保険の適用に関する以下の説明の空欄（ア）～（ウ）にあてはまる語句の

組み合わせとして、最も適切なものはどれか。 

 

「西里さんが雇用保険の被保険者とされるには、雇用契約において（ ア ）以上雇用される見込

みがあり、１週間の所定労働時間が２０時間以上でなければなりません。また、西里さんの１週

間の所定労働時間および１ヵ月間の所定労働日数が、ＱＬ社の正社員の（ イ ）以上である場

合は、健康保険および厚生年金保険の被保険者とされます。なお、（ イ ）未満であっても、西

里さんの１週間の所定労働時間が２０時間以上であり、報酬が月額（ ウ ）以上であれば、健

康保険および厚生年金保険の被保険者とされます。」 

 

１．（ア）２ヵ月 （イ）４分の３ （ウ）９９,０００円 

２．（ア）２ヵ月 （イ）３分の２ （ウ）８８,０００円 

３．（ア）３１日 （イ）４分の３ （ウ）８８,０００円 

４．（ア）３１日 （イ）３分の２ （ウ）９９,０００円 

 

（問題２９） 
 

（設問Ｆ）健康保険および厚生年金保険における適用事業所に関する次の記述のうち、最も不適切なも

のはどれか。 

 

１．個人の事業所であって常時使用する従業員が４人の建築業の事業所は、強制適用事業所とさ

れる。 

２．強制適用事業所に該当する個人の事業所が、従業員の退職により常時使用する従業員が５人

未満となったときは、任意適用事業所の認可があったものとみなされる。 

３．個人の事業所であって常時使用する従業員が５人の社会保険労務士事務所は、強制適用事業

所とされる。 

４．常時使用する従業員が２人である個人の事業所の事業主が法人を設立し、個人の事業所を廃

止して法人の事業所として活動を始めた場合、その法人の事業所は強制適用事業所とされる。 
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問７ 

 全国健康保険協会管掌健康保険（以下「協会けんぽ」という）に関する以下の設問Ａ～Ｅについて、

それぞれの答えを１～４の中から１つ選んでください。 

 

（問題３０） 
 

（設問Ａ）協会けんぽの任意継続被保険者に関する次の記述のうち、最も適切なものはどれか。 

 

１．任意継続被保険者となるためには、被保険者資格を喪失した日の前日まで継続して１ヵ月以

上被保険者であったことが必要である。 

２．任意継続被保険者となるための申出は、被保険者資格を喪失した日から１４日以内に行わな

ければならない。 

３．任意継続被保険者の保険料は、被扶養者を有することによる加算はない。 

４．任意継続被保険者となった場合、国民健康保険に加入するという理由で資格を喪失すること

はできない。 
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（問題３１） 
 

（設問Ｂ）会社員で協会けんぽの被保険者である明石さんは、私傷病により２０２４年５月７日に労務

不能となり、同月に１４日間欠勤し、傷病手当金を請求した。以下の＜資料＞に基づき、明

石さんが受け取ることができる傷病手当金の合計額として、正しいものはどれか。なお、傷

病手当金の支給要件をすべて満たしているものとし、欠勤日について資格手当以外の報酬は

支払われないものとする。 

 

＜資料＞ 
 

［明石さんの２０２４年５月の勤務状況］ 

日 月 火 水 木 金 土 

   
１ 

○出勤 
２ 

○出勤 
 ３  
公休日 

 ４  
公休日 

 ５  
公休日 

 ６  
公休日 

７ 
×欠勤 

８ 
○出勤 

９ 
×欠勤 

１０ 
×欠勤 

 １１  
公休日 

 １２  
公休日 

１３ 
×欠勤 

１４ 
×欠勤 

１５ 
×欠勤 

１６ 
×欠勤 

１７ 
×欠勤 

 １８  
公休日 

 １９  
公休日 

２０ 
×欠勤 

２１ 
×欠勤 

２２ 
×欠勤 

２３ 
×欠勤 

２４ 
×欠勤 

 ２５  
公休日 

 ２６  
公休日 

２７ 
×欠勤 

２８ 
○出勤 

２９ 
○出勤 

３０ 
○出勤 

３１ 
○出勤 

 

 

［標準報酬月額の状況］ 

２０２２年９月～２０２３年８月の標準報酬月額：３８０,０００円 

２０２３年９月～２０２４年５月の標準報酬月額：４１０,０００円 

 

［５月に支払われた手当（月額）］ 

資格手当：３０,０００円 

 

［傷病手当金の１日当たりの額の計算式（円未満四捨五入）］ 

支給開始月以前の直近の継続した１２ヵ月間の各月の標準報酬月額の平均額×
１

 ３０ 
×

２

 ３ 
 

 

 

 

１． ７９,４７０円 

２． ８７,４１７円 

３．１２７,１５２円 

４．１４３,１５２円 

 

  

１０円未満四捨五入 
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（問題３２） 
 

（設問Ｃ）ＬＹ株式会社に勤務している柴田さん（４５歳）は、２０２４年６月１日から傷病手当金を

受給しており、２０２４年６月３０日にＬＹ社を退職する予定である。柴田さんの協会けん

ぽの加入状況が以下のとおりである場合、傷病手当金の資格喪失後の継続給付に関する次の

記述のうち、最も不適切なものはどれか。なお、記載のない事項については、支給要件を満

たしているものとする。 

 

＜柴田さんの協会けんぽの加入状況＞ 

 ＬＸ社 ＬＹ社 

入社日（被保険者資格取得日） ２０１５年４月 １日 ２０２３年１０月 １日 

退職（予定）日 ２０２３年９月３０日 ２０２４年 ６月３０日 

※ＬＸ社、ＬＹ社ともに協会けんぽの適用事業所である。 

 

１．柴田さんに資格喪失後の継続給付による傷病手当金が支給される場合、その傷病手当金の支

給期間はＬＹ社の退職日から通算して１年６ヵ月間となる。 

２．仮に、柴田さんのＬＸ社の退職日が２０２３年８月３１日であり、２０２３年１０月１日に

ＬＹ社に入社するまで無職であった場合、資格喪失後の継続給付による傷病手当金の支給を

受けることはできない。 

３．柴田さんが資格喪失後に労務可能となり、傷病手当金の支給を受けなくなった後に再度労務

不能となっても、資格喪失後の継続給付による傷病手当金の支給を受けることはできない。 

４．柴田さんが資格喪失後の継続給付による傷病手当金の受給中に死亡した場合、埋葬料または

埋葬費が支給される。 

 

（問題３３） 
 

（設問Ｄ）協会けんぽの療養の給付に含まれるものの組み合わせとして、最も適切なものはどれか。 

 

（ア）在宅患者に対して保険医療機関の看護師が行う訪問看護 

（イ）入院と併せて行う食事療養 

（ウ）選定療養 

（エ）医師の手当を必要とする異常分娩の場合に、保険医療機関において受けた手当 

 

１．（ア）、（イ） 

２．（イ）、（ウ） 

３．（ウ）、（エ） 

４．（ア）、（エ） 
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（問題３４） 
 

（設問Ｅ）以下の＜資料＞に基づき、山根浩二さんが２０２４年５月に支払った医療費に係る高額療養

費（世帯合算額）を請求した場合、払い戻される額として、正しいものはどれか。なお、多

数回該当および入院時の食事代等、記載のない事項については考慮しないものとする。 

 

＜資料＞ 
 

［山根さんの２０２４年５月の医療費等］ 

氏名 続柄 年齢 医療機関 入院／外来 医療費 自己負担額 

山根 浩二 本人 ３５歳 
ＴＡ病院 入院 １５０万円 ＊＊＊円 

ＴＡ病院 外来 ３０万円 ＊＊＊円 

山根 仁美 妻 ３３歳 
ＴＢ病院 外来 ８万円 ２４,０００円 

ＴＣ病院 外来 ６万円 １８,０００円 

※ＴＡ病院には入院および外来それぞれについて健康保険限度額適用認定証を提示している。 

※問題作成の都合上、表の一部を「＊＊＊」にしている。 

 

［山根さん夫婦のデータ］ 

・ 浩二さんは協会けんぽの被保険者であり、標準報酬月額は３８万円である。 

・ 仁美さんは、浩二さんの健康保険の被扶養者である。 

 

［７０歳未満の高額療養費に係る自己負担限度額（月額）］ 

所得区分 自己負担限度額 

標準報酬月額 ２８万～５０万円 ８０,１００円＋（総医療費－２６７,０００円）×１％ 
 

 

１． ２２,６００円 

２． ４０,６００円 

３．１００,６３０円 

４．１１８,６３０円 
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問８ 

 公的年金制度の仕組みや受給額等に関する以下の設問Ａ～Ｇについて、それぞれの答えを１～４の中

から１つ選んでください。なお、解答に当たっては、以下の計算式等を使用してください。また、年金

額の計算に当たっては、計算過程、解答ともに円未満を四捨五入してください。以下、厚生年金保険を

「厚生年金」とします。 

 

［第１号厚生年金被保険者期間に基づく老齢厚生年金の支給開始年齢（一部抜粋）］ 

生年月日 
男子 女子 

定額部分 報酬比例部分 定額部分 報酬比例部分 

昭３１.４.２～昭３２.４.１ － ６２歳 － ６０歳 
昭３２.４.２～昭３３.４.１ － ６３歳 － 〃 
昭３３.４.２～昭３４.４.１ － 〃 － ６１歳 
昭３４.４.２～昭３５.４.１ － ６４歳 － 〃 
昭３５.４.２～昭３６.４.１ － 〃 － ６２歳 
昭３６.４.２～昭３７.４.１ － （６５歳） － 〃 
昭３７.４.２～昭３８.４.１ － 〃 － ６３歳 
昭３８.４.２～昭３９.４.１ － 〃 － 〃 
昭３９.４.２～昭４０.４.１ － 〃 － ６４歳 
昭４０.４.２～昭４１.４.１ － 〃 － 〃 

昭４１.４.２以降 － 〃 － （６５歳） 
 

［特別支給の老齢厚生年金の計算式］ 

（１）定額部分：１,６５７円×被保険者期間の月数（上限４８０月） 

（２）報酬比例部分：（ア）＋（イ） 

（ア）２００３（平成１５）年３月以前の被保険者期間分 

平均標準報酬月額 × 
 ７.１２５ 

１０００
 × 

２００３（平成１５）年３月以前の

被保険者期間の月数
 

（イ）２００３（平成１５）年４月以後の被保険者期間分 

平均標準報酬額 × 
 ５.４８１ 

１０００
 × 

２００３（平成１５）年４月以後の

被保険者期間の月数
 

［経過的加算の額の計算式］ 

定額部分相当額－７９５,０００円×
 ２０歳以上６０歳未満の間の厚生年金被保険者期間の月数 

４８０月
 

 

［老齢厚生年金の配偶者加給年金額］ ３９７,５００円 

［老齢基礎年金の満額］ ７９５,０００円 

［老齢基礎年金の振替加算額（一部抜粋）］ 

受給権者の生年月日 振替加算額 

１９６０（昭和３５）年４月２日～１９６１（昭和３６）年４月１日 ２１,２６９円 

１９６１（昭和３６）年４月２日～１９６６（昭和４１）年４月１日 １５,３２３円 
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（問題３５） 
 

（設問Ａ）ＺＵ株式会社に勤務する桑原五郎さんが６５歳に達する日に会社を退職する場合、以下の

＜資料＞に基づき、五郎さんが６５歳時点において受け取ることができる老齢給付の額とし

て、正しいものはどれか。 

 

＜資料＞ 
 

［桑原さん夫婦のデータ］ 

氏名 続柄 備考 

桑原 五郎 本人 

・ １９６１（昭和３６）年５月２７日生まれ（６３歳） 

・ １９８４（昭和５９）年４月にＺＵ社に入社（厚生年金加入）し、

６０歳で定年を迎えたが、その後嘱託社員となり、６５歳に達する

日まで厚生年金に加入して働く予定である。 

桑原 亜弓 妻 

・ １９６３（昭和３８）年１２月２２日生まれ（６０歳） 

・ １９８６（昭和６１）年３月に大学を卒業し、就職はせず、実家の

個人商店の手伝いをしていた。 

・ １９９０（平成２）年１０月に五郎さんと結婚してから現在まで就

労していない。五郎さんに生計を維持されており、今後も変わらな

いものとする。 

 

［五郎さんの厚生年金加入歴等］ 

 

※五郎さんに上記以外の公的年金加入期間はない。 

 

１．２,０６１,５３７円 

２．２,１１９,８６６円 

３．２,４５９,０３７円 

４．２,５１７,３６６円 

  

 

▼ 

６０歳 
▲ 

退職 
▲ 

２００３年 
（平成１５年） 

４月 

▼ 

被保険者期間 

２２８月 

平均標準報酬月額 

３２万円 

被保険者期間 

２１７月 

１９８４年 
（昭和５９年） 

４月 

被保険者期間 

６０月 

入社 
▲ 

平均標準報酬額５３万円 
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（問題３６） 
 

（設問Ｂ）（問題３５）の亜弓さんは、６６歳に達する前に老齢基礎年金の請求を行わず、７０歳に達

した月に繰下げの申出を行おうと考えている。亜弓さんの公的年金加入歴が以下の＜資料＞

のとおりである場合、亜弓さんが７０歳から受け取ることができる繰下げ受給の老齢給付の

額として、正しいものはどれか。 

 

＜資料＞ 
 

［亜弓さんの公的年金加入歴］ 

 

※亜弓さんには第１号被保険者期間に保険料の未納はなく、上記以外の公的年金加入期間はない。 

 

１．  ９５４,４１８円 

２．１,０８９,１７１円 

３．１,０９３,７０７円 

４．１,１００,１４３円 

 

  

▼ 

６０歳 
▲ 

１９９０年 
(平成２年) 
１０月 

▼ 

 

１９８６年 
(昭和６１年) 

４月 

２０歳 
▲ 

１９８３年 
(昭和５８年)

１２月 

▼ 

国民年金 

未加入 

２８月 

国民年金第３号 

被保険者期間 

３９８月 

国民年金第１号被保険者期間

＋付加保険料納付 

５４月 

２０２３年 
(令和５年) 
１２月 

▼ 
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（問題３７） 
 

（設問Ｃ）老齢基礎年金および老齢厚生年金の繰上げ受給と繰下げ受給の注意点に関するＣＦＰ認定

者の説明のうち、最も不適切なものはどれか。 

 

１．「６５歳で老齢厚生年金の受給権を取得後、６６歳到達以後も老齢厚生年金を請求せず、繰

下げ待機期間中に死亡した場合、その人の遺族が本人に代わって繰下げ請求することができ

ます。」 

２．「特別支給の老齢厚生年金が支給されない生年月日の人は、老齢基礎年金と老齢厚生年金の

うち、どちらか一方のみを繰上げ受給することはできません。」 

３．「老齢基礎年金を繰上げ請求すると、国民年金の保険料の追納はできなくなります。」 

４．「老齢厚生年金を繰下げ受給しても、加給年金額は増額されません。」 

 

（問題３８） 
 

（設問Ｄ）障害基礎年金と障害厚生年金の加算額および加給年金額に関する次の記述のうち、最も不適

切なものはどれか。なお、記載のない加算要件はすべて満たしているものとする。 

 

１．障害基礎年金の受給権者により生計を維持されている１９歳の子が、障害等級１級または２

級に該当する障害の状態にある場合、当該障害基礎年金に子の加算が行われる。 

２．障害厚生年金の配偶者加給年金額は、障害等級が１級か２級かにかかわらず同額である。 

３．障害厚生年金の配偶者加給年金額は、対象となる配偶者が６５歳になったときに加算されな

くなるが、この場合は一定の配偶者の老齢基礎年金に振替加算が行われる。 

４．障害厚生年金の配偶者加給年金額は、障害厚生年金の受給権発生時に加算の要件を満たす配

偶者がいる場合に限り加算される。 
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（問題３９） 
 

（設問Ｅ）ＺＹ株式会社に勤務していた木内鉄平さんは、２０２４年４月２５日に病気のため死亡した。

以下の＜資料＞に基づき、鉄平さんが死亡した時点で妻の雛子さんに支給される公的年金の

遺族給付の額として、正しいものはどれか。なお、保険料納付要件および生計維持要件は満

たしているものとする。 

 

＜資料＞ 
 

［木内さん家族のデータ］ 

氏名 続柄 備考 

木内 鉄平 夫 

・ １９７８（昭和５３）年１０月８日生まれ（死亡当時４５歳） 

・ 大学卒業後の２２歳から死亡するまでＺＹ社に勤務し、厚生年金に

加入していた。 

木内 雛子 
本人

（妻） 

・ １９７６（昭和５１）年９月１７日生まれ（４７歳） 

・ ２４歳の時に鉄平さんと結婚し、以後就労していない。 

木内 有希 長女 ・ ２００４（平成１６）年２月２４日生まれ（２０歳・大学生） 

木内 幸介 長男 ・ ２００６（平成１８）年８月２９日生まれ（１７歳・高校生） 

木内 美優 二女 ・ ２０１０（平成２２）年４月１１日生まれ（１４歳・中学生） 

※木内さん家族は同一世帯であり、いずれも障害の状態にない。 

 

［鉄平さんの厚生年金加入歴等］ 

 

［遺族厚生年金額の計算式］ 

（①＋②）×３／４ 

① ２００３（平成１５）年３月以前の被保険者期間分 

平均標準報酬月額 × 
 ７.１２５ 

１０００
 × 

２００３（平成１５）年３月以前の

被保険者期間の月数
 

② ２００３（平成１５）年４月以後の被保険者期間分 

平均標準報酬額 × 
 ５.４８１ 

１０００
 × 

２００３（平成１５）年４月以後の

被保険者期間の月数
 

※短期要件に基づく遺族厚生年金の額は、被保険者期間が３００月未満の場合は、３００月とみ

なして計算する。 

 

  

▼ 

死亡 
▲ 

被保険者期間 ２４月 
平均標準報酬月額 ２１万円 

２００１年 
（平成１３年） 

４月 

入社 
▲ 

２００３年 
（平成１５年） 

４月 
▼ 

被保険者期間 ２５２月 
平均標準報酬額 ３７万円 
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［中高齢寡婦加算の額］ ５９６,３００円 

 

［遺族基礎年金の額］ ７９５,０００円 

 

［子の加算額］ 

第１子、第２子 １人当たり ２２８,７００円 

第３子以降   １人当たり  ７６,２００円 

 

１．１,６９８,２９０円 

２．１,７３８,８１９円 

３．１,８４６,９２０円 

４．２,２９４,５９０円 

 

（問題４０） 
 

（設問Ｆ）遺族厚生年金とその他の公的年金との支給調整に関する次の記述のうち、最も適切なものは

どれか。なお、記載のない年金の支給要件はすべて満たしているものとする。 

 

１．遺族厚生年金の受給権者が老齢基礎年金の受給権を有する場合、当該受給権者の年齢にかか

わらず遺族厚生年金と老齢基礎年金を併せて受給することができる。 

２．遺族厚生年金の受給権者が障害基礎年金の受給権を有する場合、当該受給権者の年齢にかか

わらず遺族厚生年金と障害基礎年金を併せて受給することができる。 

３．遺族厚生年金の受給権者が老齢厚生年金の受給権を有する場合、当該受給権者の年齢にかか

わらず老齢厚生年金と遺族厚生年金の全額を併せて受給することができる。 

４．遺族厚生年金の受給権者が、同一の支給事由により労働者災害補償保険の遺族補償年金を受

給できる場合、遺族厚生年金は全額支給され、遺族補償年金は減額されて支給される。 

 

（問題４１） 
 

（設問Ｇ）国民年金保険料の追納制度に関する次の記述のうち、最も不適切なものはどれか。 

 

１．国民年金保険料の免除や学生納付特例、納付猶予を受けた期間については一定の要件のもと

保険料を追納することができるが、保険料未納期間は追納することができない。 

２．追納できる期間は、追納の承認を受けた日の属する月前１０年以内に限られる。 

３．追納すべき額は、保険料の免除を受けた当時の各月の保険料の額である。 

４．追納は原則として先に経過した月の分から順次に行うことになるが、学生納付特例期間より

前に他の保険料免除期間がある場合は、どちらを優先して追納するか選択できる。 
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問９ 

 企業年金や退職金等に関する以下の設問Ａ～Ｄについて、それぞれの答えを１～４の中から１つ選ん

でください。 

 

（問題４２） 
 

（設問Ａ）個人型確定拠出年金に関する次の記述のうち、最も不適切なものはどれか。なお、本設問に

おいては、企業型確定拠出年金を「企業型」、個人型確定拠出年金を「個人型」という。ま

た、年単位での拠出については考慮しないものとする。 

 

１．個人型における老齢給付金の受給開始の上限年齢は７０歳である。 

２．企業型があり、確定給付企業年金のない企業の従業員で、企業型の事業主掛金額が月額３万

円の場合、個人型に拠出できる掛金の限度額は、月額２万円である。 

３．国民年金に任意加入している日本国内に住所を有していない人は、個人型に加入できる。 

４．個人型に加入している会社員（国民年金第２号被保険者）は、６０歳以降も引き続き国民年

金第２号被保険者である間は、一定年齢まで個人型の加入者となれる。 

 

（問題４３） 
 

（設問Ｂ）国民年金基金に関する次の記述のうち、最も不適切なものはどれか。 

 

１．日本国内に住所を有する６１歳の国民年金の任意加入被保険者は、外国籍であっても、国民

年金基金に加入することができる。 

２．国民年金基金の加入員が、国民年金の第２号被保険者または第３号被保険者となったときは、

その日に加入員の資格を喪失する。 

３．国民年金保険料を免除されていた人が、免除期間分の保険料をすべて追納したときは、追納

した期間に相当する期間のうち６０月を限度として、毎月の掛金の限度額が引き上げられる。 

４．国民年金基金の加入員が年金を受け取る前に死亡した場合、遺族に対し、死亡時までの掛金

総額に応じた額の遺族年金が支払われる。 

 

（問題４４） 
 

（設問Ｃ）小規模企業共済制度に関する次の記述のうち、最も不適切なものはどれか。 

 

１．掛金は、１人当たり月額１,０００円から７０,０００円までの範囲内（５００円単位）で任

意に選択することができる。 

２．個人事業主である共済契約者の掛金は、所得税の事業所得の計算上、必要経費に算入するこ

とができる。 

３．個人事業主が加入資格を満たしている場合、その事業の経営に携わる共同経営者も、個人事

業主１人につき２人まで加入することができる。 

４．掛金は前納することができる。  
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（問題４５） 
 

（設問Ｄ）唐沢さんは２０２２年１月３１日にＬＡ社を退職して退職一時金を受け取り、２０２４年３

月３１日にＬＢ社を退職して退職一時金を受け取った。以下の＜資料＞に基づき、唐沢さん

がＬＢ社から受け取った退職一時金（３００万円）に係る所得税の計算上、退職所得の金額

として、正しいものはどれか。 

 

＜資料＞ 
 

 

・ 特定役員退職手当等に該当するものではない。 

・ 障害者になったことに基因する退職ではない。 

・ 退職所得に関する手続きについては適正に行われている。 

・ ＬＡ社より支給された退職一時金の額は、ＬＡ社の勤続年数に対応する退職所得控除額以上で

あった。 

 

［ＬＢ社の退職一時金に係る退職所得控除額の計算］ 

その年に支給された退職手当とその年の前年以前４年以内に支給された退職手当の計算の基礎と

したそれぞれの勤続期間に重複している期間があるときは、その重複期間に対応する退職所得控

除額を控除してその年の退職所得控除額を算出する。 

従って、唐沢さんの退職所得控除額は以下の計算式により算出する。 

退職所得控除額＝（イ）－（ロ） 

（イ）ＬＢ社の勤続期間に対応する退職所得控除額 

（ロ）ＬＡ社の勤続期間とＬＢ社の勤続期間とが重複している期間（１年未満の端数切捨て）

に対応する退職所得控除額 

 

１． ９０万円 

２．１１０万円 

３．１８０万円 

４．２２０万円 

２０００年１月１日 

入社 
▼ ▼ 

ＬＡ社 

ＬＢ社 

（重複期間） 
６年５ヵ月 

８年７ヵ月 

［唐沢さんの勤続期間等］ 

▲ 
２０１５年９月１日 

入社 

▲ 
２０２４年３月３１日

退職 

２０２２年１月３１日 

退職 
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問１０ 

 中小法人の資金計画に関する以下の設問Ａについて、答えを１～４の中から１つ選んでください。 

 

（問題４６） 
 

（設問Ａ）以下の＜資料＞に基づき計算されたＨＤ株式会社の１株当たりの理論株価として、正しいも

のはどれか。なお、事業価値を求めるための割引率は、加重平均資本コストに基づいて算出

した＜資料＞の［割引率］を用い、計算過程で端数が生じた場合は年ごとに万円未満を切り

捨てることとする。また、記載のない事項については考慮しないものとする。 

 

＜資料＞ 
 

［ＨＤ社の収支予測］ 

 １年目 ２年目 ３年目 

税引後利益 ７００万円 ８００万円 ９００万円 

減価償却費 １００万円 ２００万円 ２００万円 

設備投資額 ５００万円 ２００万円 １００万円 

継続価値 － － ２０,０００万円 

 

［ＨＤ社の財務データ］ 

金融資産：４,０００万円 

有利子負債：２,５００万円 

加重平均資本コスト：７％ 

発行済株式数：１０万株 

 

［計算方法］ 

① 事業価値＝（税引後利益＋減価償却費－設備投資額＋継続価値）の現在価値 

② 企業価値＝事業価値＋金融資産 

③ 株主価値＝企業価値－有利子負債 

④ １株当たりの理論株価＝株主価値÷発行済株式数 

 

［割引率］ 

 １年目 ２年目 ３年目 

７％ １.０７ １.１４５ １.２２５ 

 

１．１,８１２円 

２．１,９６２円 

３．２,２１０円 

４．２,３６０円 
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問１１ 

 ＣＦＰ認定者にとって、リタイアメントプランニングに関する情報に関心をもち、情報収集してお

くことは大切です。以下の設問Ａ～Ｄについて、それぞれの答えを１～４の中から１つ選んでください。 

 

（問題４７） 
 

（設問Ａ）成年後見制度に関する次の記述のうち、最も不適切なものはどれか。 

 

１．成年後見人は、原則として就任後２ヵ月以内に成年被後見人の財産の調査を終わり、その目

録を作成しなければならない。 

２．成年後見人は、家庭裁判所の許可を得て、成年被後見人の居住用建物または敷地を売却する

ことができる。 

３．成年後見人は、成年被後見人が死亡した場合において、必要があるときは、家庭裁判所の許

可を得て、成年被後見人の遺体の火葬に関する契約の締結を行うことができる。 

４．成年後見人は、成年被後見人の財産の適切な管理を行うために、必要があるときは、家庭裁

判所の審判を得て、成年被後見人宛ての郵便物等の配達（回送）を受けることができる。 

 

（問題４８） 
 

（設問Ｂ）後見制度支援信託に関する次の記述のうち、最も不適切なものはどれか。なお、「本人」と

は信託契約の委託者をいうものとする。 

 

１．後見制度支援信託においては、株式、動産、不動産を信託することはできない。 

２．後見制度支援信託では、本人の財産のうち、日常的な支払いをするのに必要十分な金銭を預

貯金等として後見人が管理し、通常使用しない金銭は信託銀行等に信託する。 

３．後見制度支援信託は、未成年後見と法定後見における成年後見において利用することができ

るが、任意後見、法定後見における保佐および補助では利用することができない。 

４．後見制度支援信託における信託財産については、預金保険制度による保護の対象とはならな

い。 
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（問題４９） 
 

（設問Ｃ）介護施設に関する次の記述の空欄（ア）～（ウ）にあてはまる語句の組み合わせとして、最

も適切なものはどれか。 

 

・ 介護保険法における介護老人福祉施設とは、老人福祉法に規定する特別養護老人ホーム（入所

定員が３０人以上であるものに限る）であって、当該特別養護老人ホームに入所する要介護者

に対し、施設サービス計画に基づいて、入浴、排せつ、食事等の介護その他の日常生活上の世

話、機能訓練、健康管理および（ ア ）を行うことを目的とする施設とされている。 

・ 介護保険法における介護老人保健施設（老健）とは、要介護者であって、主としてその

（ イ ）の維持回復を図り、居宅における生活を営むことができるようにするための支援が必

要である者に対し、施設サービス計画に基づいて、看護、医学的管理の下における介護および

機能訓練その他必要な医療ならびに日常生活上の世話を行うことを目的とする施設とされてい

る。 

・ 老人福祉法における養護老人ホームとは、原則として（ ウ ）以上の者で、政令で定めた環

境上の理由および経済的理由により居宅において養護を受けることが困難な者を入所させて養

護するとともに、その者が自立した日常生活を営み、社会的活動に参加するために必要な指導

および訓練その他の援助を行うことを目的とする施設とされている。 

 

１．（ア）必要な診療の補助 （イ）身体の機能 （ウ）６５歳 

２．（ア）療養上の世話   （イ）身体の機能 （ウ）６０歳 

３．（ア）必要な診療の補助 （イ）心身の機能 （ウ）６０歳 

４．（ア）療養上の世話   （イ）心身の機能 （ウ）６５歳 

 

（問題５０） 
 

（設問Ｄ）各都道府県の社会福祉協議会が行っている「不動産担保型生活資金貸付制度（要保護世帯向

けを除く）」に関する次の記述のうち、最も不適切なものはどれか。なお、記載のない事項

については考慮しないものとする。 

 

１．担保となる居住用不動産に借入申込者の子が同居している場合、貸付けの対象とならない。 

２．担保となる居住用不動産がマンション等の集合住宅である場合、貸付けの対象とならない。 

３．貸付期間中に自宅の修繕が必要となった場合、社会福祉協議会が承認すれば、その修繕費は

臨時費用として毎月の貸付けとは別に貸付けを受けることができる。 

４．貸付利率は、年３％または短期プライムレートのいずれか低い利率となる。 

 




